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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく ）書面交付請求による交付書面に記載しない事項

上記事項につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた
株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措
置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第7７期定時株主総会資料

連結株主資本等変動計算書

連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

トーイン株式会社
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） (単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 2,244,500 2,901,824 4,005,272 △711,990 8,439,607

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △88,081 △88,081

親会社株主に帰属する当期純利益 597,660 597,660

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 ― ― 509,578 ― 509,578

当連結会計年度末残高 2,244,500 2,901,824 4,514,850 △711,990 8,949,185

その他の包括利益累計額 非支配株主
持 分 純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 1,054,500 344,699 124,358 1,523,558 47,364 10,010,530

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △88,081

親会社株主に帰属する当期純利益 597,660

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額) 395,471 133,113 △78,114 450,470 9,214 459,684

当連結会計年度変動額合計 395,471 133,113 △78,114 450,470 9,214 969,262

当連結会計年度末残高 1,449,972 477,812 46,243 1,974,028 56,578 10,979,792

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結子会社の数 ２社
主要な連結子会社の名称 TOIN (THAILAND) CO., LTD.

TOIN VIETNAM CO., LTD.

持分法適用の関連会社数 １社
主要な会社等の名称 Printing Solution Co., Ltd.

市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定してお
ります。）

市場価格のない株式等 主として総平均法による原価法

商品、製品、仕掛品 当社及びTOIN（THAILAND）CO., LTD.は、先入先出法による原価法（貸借対照表価額は
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
TOIN VIETNAM CO., LTD.は、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）

原材料、貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ハ．リース資産 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

(2) 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社の状況

② 持分法適用手続に関する特記事項
持分法適用会社のPrinting Solution Co., Ltd.の決算日は12月31日であり、同決算日現在の計算書類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のTOIN (THAILAND) CO., LTD.及びTOIN VIETNAM CO., LTD.の決算日は12月31日であります。連結計算書類
の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に
発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

ロ．棚卸資産

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社は定率法、連結子会社は定額法
ただし、柏第三工場、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております｡
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　　　８～38年
機械装置及び運搬具　４～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法によ
っております。
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連結注記表

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員賞与の支給に充てるため支給見込額に基づき計上しております。
ハ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、会社内規による必要額を計上しております。

イ．退職給付に係る負債の計上基準 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額
に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。また、執行役員の
退職慰労金の支給に備えるため、会社内規による必要額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異については、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給
付に係る調整累計額に計上しております。

ロ．重要な外貨建の資産
又は負債の本邦通貨
への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、在外子会
社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調
整勘定及び非支配株主持分に含めております。

③ 重要な引当金の計上基準

④ 収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社は包装資材及び精密塗工製品等の製造、販売を主な事業とし、これらの製品の販売については製品の引
渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、製品の引渡時点で収
益を認識しております。なお、国内販売については、出荷時から顧客への製品移転時までの期間が通常の期間である場合は、
出荷時点で収益を認識しております。
　取引の対価は履行義務を充足してから概ね6ヶ月以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項

２．会計方針の変更に関する注記
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

従来、所得等に対する法人税、住民税及び事業税等（以下、「法人税等」という。）について、法令に従い算定した額を損
益に計上することとしておりましたが、所得に対する法人税等について、その発生源泉となる取引等に応じて、損益、株主資
本及びその他の包括利益に区分して計上することとし、その他の包括利益累計額に計上された法人税等については、当該法人
税等が課される原因となる取引等が損益に計上された時点で、これに対応する税額を損益に計上することとしました。なお、
課税の対象となった取引等が、損益に加えて、株主資本又はその他の包括利益に関連しており、かつ、株主資本又はその他の
包括利益に対して課された法人税等の金額を算定することが困難である場合には、当該税額を損益に計上しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし
書きに定める経過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません
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連結注記表

当連結会計年度（千円）
繰延税金資産 96,461

当連結会計年度（千円）
退職給付に係る負債 128,645
退職給付に係る調整累計額 46,243

数理計算上の仮定の変化 退職給付債務に与える影響（千円）

割引率 0.5％の上昇 △77,900
0.5％の低下 85,886

当連結会計年度
割引率 1.36％
期待運用収益 3.00％
予想昇給率 1.81％

3．会計上の見積りに関する注記
(1) 繰延税金資産の回収可能性

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　（注）連結貸借対照表においては、上記のうち96,203千円は繰延税金負債836,293千円と相殺し、繰延税金資産258千円、繰
延税金負債740,089千円として掲記しております。

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産の回収可能性は、将来の税金負担額を軽減する効果を有するかどうかで判断しております。当該判断は、収益
力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性、タックス・プランニングに基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性及
び将来加算一時差異の十分性のいずれかを満たしているかどうかにより判断しております。
　収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性を判断するにあたっては、一時差異等の解消見込年度及び繰戻・繰越
期間における課税所得を見積っております。課税所得は、経営環境等の外部要因に関する情報や当社及び連結子会社が用いて
いる予算などの内部の情報を基に見積っております。
　当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌連結会計年度以
降の連結計算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。

(2) 退職給付債務の算定
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、確定給付年金制度を設けております。確定給付年金制度の退職給付債務及び関連する勤務費用は、数理計算上の仮
定を用いて退職給付見込額を見積り、割り引くことによって算定しております。数理計算上の仮定には、割引率、昇給率等の
様々な計算基礎があります。
　当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌連結会計年度以
降の連結計算書類において認識する退職給付に係る負債及び退職給付に係る調整累計額の金額に重要な影響を与える可能性が
あります。
　退職給付債務の算定において、割引率の変化が当連結会計年度末の退職給付債務に与える感応度は以下のとおりでありま
す。マイナス（△）は退職給付債務の減少を、プラスは退職給付債務の増加を表しております。感応度分析は、割引率以外の
すべての数理計算上の仮定が一定であることを前提としております。
　当連結会計年度

　なお、当連結会計年度末の退職給付債務の算定に用いた主要な数理計算上の仮定は下記のとおりであります。
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連結注記表

当連結会計年度（千円）
有形固定資産 8,173,277
無形固定資産 30,310
減損損失 117,387

建物及び構築物 1,405,854千円
機械装置及び運搬具 766,857千円
土地 1,825,673千円
合　計 3,998,385千円

１年内返済予定の長期借入金 838,400千円
長期借入金 2,736,100千円
合　計 3,574,500千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 17,436,681千円

契約負債 2,210千円

配当金の総額 62,915千円
１株当たり配当金額 12円50銭
配当の基準日 2024年３月31日
配当の効力発生日 2024年６月28日

(3) 固定資産の減損
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　減損損失を認識するかどうかの判定及び使用価値の算定において用いられる将来キャッシュ・フローは、過去３年間の実績
数値を基に、資産グループの現在の使用状況や合理的な使用計画等を考慮して見積もっております。
　当連結会計年度における減損損失は、主に基幹システム再構築の開発計画見直しに伴い、ソフトウエア仮勘定の帳簿価額を
回収可能価額まで減額したものであります。
　なお、回収可能価額の算定にあたっては、使用価値を零として減損損失を測定しております。
　当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌連結会計年度以
降の連結計算書類において減損損失が発生する可能性があります。

4．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(3) 流動負債のその他のうち、契約負債の金額

5．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 6,377,500株

(2) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

(ⅰ) 2024年６月27日開催の第76期定時株主総会において、次のとおり決議しております。

－ 5 －



2025/05/30 18:00:49 / 24179794_トーイン株式会社_招集通知

連結注記表

配当金の総額 25,166千円
１株当たり配当金額 ５円00銭
配当の基準日 2024年９月30日
配当の効力発生日 2024年11月29日

配当の原資 利益剰余金
配当金の総額 88,081千円
１株当たり配当金額 17円50銭
配当の基準日 2025年３月31日
配当の効力発生日 2025年６月30日

(ⅱ) 2024年11月14日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2025年６月27日開催の第77期定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

　　（注）１株当たり配当金額は、創業70周年記念配当５円を含んでおります。

6．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。余資は主に流動性の高い金
融資産で運用しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、一部外貨建てのもの
については、為替の変動リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建
てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。
　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、弁済日は最長で決算日後6年であります。これらは全て
固定金利で調達しており、金利の変動リスクはございません。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権については、与信管理ルールに従い、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日
及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社について
も、同様の管理を行っております。

・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、外貨建ての営業債権債務について、同じ外貨建ての債権債務のリスクは相殺され、その相殺の範囲を超える金額は
少額であるため、リスクは僅少であると認識しております。また、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、全
て固定金利で調達しております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流
動性リスクを管理しております。連結子会社についても、同様の管理を行っております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変
動することがあります。

－ 6 －
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連結注記表

連結貸借対照表計上額
（千円）

時　価
（千円）

差　額
（千円）

①受取手形 287,523 287,523 －
②電子記録債権 1,411,855 1,411,855 －
③売掛金 2,734,616 2,734,616 －
④投資有価証券(*2) 2,761,605 2,761,605 －
資産計 7,195,600 7,195,600 －
①支払手形及び買掛金 921,167 921,167 －
②電子記録債務 2,312,943 2,312,943 －
③短期借入金 350,000 350,000 －
④長期借入金 3,574,500 3,483,037 △91,462

負債計 7,158,610 7,067,148 △91,462

区分 当連結会計年度(千円)
非上場株式 397,897

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,683,844 － － －
受取手形 287,523 － － －
電子記録債権 1,411,855 － － －
売掛金 2,734,616 － － －

合計 7,117,839 － － －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 838,400 863,400 733,400 579,800 380,000 179,500

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（*1）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものである
ことから、記載を省略しております。

（*2）市場価格のない株式等は、「④投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のと
おりであります。

（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

２．長期借入金の連結決算日後の返済予定額
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連結注記表

区分
時価(千円)

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券
その他有価証券

株式 2,761,605 － － 2,761,605
資産計 2,761,605 － － 2,761,605

区分
時価(千円)

レベル1 レベル2 レベル3 合計

受取手形 － 287,523 － 287,523
電子記録債権 － 1,411,855 － 1,411,855
売掛金 － 2,734,616 － 2,734,616

資産計 － 4,433,995 － 4,433,995
支払手形及び買掛金 － 921,167 － 921,167
電子記録債務 － 2,312,943 － 2,312,943
短期借入金 － 350,000 － 350,000
長期借入金 － 3,483,037 － 3,483,037

負債計 － 7,067,148 － 7,067,148

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま
す。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな

る資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプット

を用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルの
うち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル
１の時価に分類しております。

受取手形、電子記録債権及び売掛金
　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味した利率
を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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連結注記表

報告セグメント
その他（注） 合計

包装資材 精密塗工 計
紙器・樹脂ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 11,130,928 － 11,130,928 － 11,130,928
塗工 － 1,140,453 1,140,453 － 1,140,453
その他 1,825,684 － 1,825,684 485,161 2,310,846

顧客との契約から生じる収益 12,956,613 1,140,453 14,097,066 485,161 14,582,228

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 12,956,613 1,140,453 14,097,066 485,161 14,582,228

当連結会計年度（千円）

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 4,750,193

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 4,640,266

契約資産(期首残高) －

契約資産(期末残高) －

契約負債(期首残高) 1,153

契約負債(期末残高) 2,210

支払手形及び買掛金、電子記録債務並びに短期借入金
　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、返済期日までの期間及
び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価
値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

7．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

　(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、食品・化粧品・医薬部外品等の加工・セッ
トを受託するほか、販促品等の商品を販売しております。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「(4) 会計方針に関する事項　④ 収益及び費用の計
上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた債権は、受取手形、電子記録債権及び売掛金のほか、流動資産のその他に含まれる未収入金及び信
託受益権を含んでおります。
　契約負債は主に、製品の引渡前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表上、流動負債のその他に含まれておりま
す。
　当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額に重要性はありません。なお、当
連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額には重要性はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約が
ないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれ
ていない重要な金額はありません。
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連結注記表

①　１株当たり純資産額 2,170円21銭
②　１株当たり当期純利益 118円74銭

8．１株当たり情報に関する注記

9．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他の注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余
金 合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金 合 計固 定 資 産

圧縮積立金 別途積立金 繰越利益
剰 余 金

当期首残高 2,244,500 2,901,800 24 2,901,824 369,000 224,884 2,400,000 1,034,899 4,028,783 △711,990 8,463,117
当期変動額
固定資産圧縮
積立金の取崩 △5,791 5,791 ― ―

税率変更による
積立金の調整額 △2,788 2,788 ― ―

剰余金の配当 △88,081 △88,081 △88,081
当期純利益 468,542 468,542 468,542
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 ― ― ― ― ― △8,579 ― 389,040 380,460 ― 380,460
当期末残高 2,244,500 2,901,800 24 2,901,824 369,000 216,304 2,400,000 1,423,939 4,409,243 △711,990 8,843,578

評価・換算差額等
純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 1,054,500 1,054,500 9,517,618

当期変動額
固定資産圧縮
積立金の取崩 ―

税率変更による
積立金の調整額 ―

剰余金の配当 △88,081

当期純利益 468,542
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 395,471 395,471 395,471

当期変動額合計 395,471 395,471 775,931

当期末残高 1,449,972 1,449,972 10,293,550
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

子会社株式及び 総平均法による原価法

市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定してお
ります。）

市場価格のない株式等 総平均法による原価法

商品、製品、仕掛品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）

原材料、貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

① 有形固定資産 定率法
ただし、柏第三工場、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっており
ます。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　８～38年
機械及び装置　10年

② 無形固定資産 定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっております。

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員賞与の支給に充てるため支給見込額に基づき計上しております。
③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。また、執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、会社内規に
よる必要額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、会社内規による必要額を計上しております。

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

関連会社株式
その他有価証券

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2) 固定資産の減価償却の方法

(3) 引当金の計上基準
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個別注記表

　 退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類にお
けるこれらの会計処理の方法と異なっております。

当事業年度（千円）
繰延税金資産 92,909

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社は包装資材及び精密塗工製品等の製造、販売を主な事業とし、これらの製品の販売については製品の引渡時点において
顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、製品の引渡時点で収益を認識してお
ります。なお、国内販売については、出荷時から顧客への製品移転時までの期間が通常の期間である場合は、出荷時点で収益
を認識しております。
　取引の対価は履行義務を充足してから概ね6ヶ月以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

２．会計方針の変更に関する注記
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

従来、所得等に対する法人税、住民税及び事業税等（以下、「法人税等」という。）について、法令に従い算定した額を損
益に計上することとしておりましたが、所得に対する法人税等について、その発生源泉となる取引等に応じて、損益、株主資
本及び評価・換算差額等に区分して計上することとし、評価・換算差額等に計上された法人税等については、当該法人税等が
課される原因となる取引等が損益に計上された時点で、これに対応する税額を損益に計上することとしました。なお、課税の
対象となった取引等が、損益に加えて、株主資本又は評価・換算差額等に関連しており、かつ、株主資本又は評価・換算差額
等に対して課された法人税等の金額を算定することが困難である場合には、当該税額を損益に計上しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ
ております。

なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

3．会計上の見積りに関する注記
(1) 繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

(注) 貸借対照表においては、繰延税金負債と相殺し、繰延税金負債637,257千円として掲記しております。
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

繰延税金資産の回収可能性は、将来の税金負担額を軽減する効果を有するかどうかで判断しております。当該判断は、収益
力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性、タックス・プランニングに基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性及
び将来加算一時差異の十分性のいずれかを満たしているかどうかにより判断しております。
　収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性を判断するにあたっては、一時差異等の解消見込年度及び繰戻・繰越
期間における課税所得を見積っております。課税所得は、経営環境等の外部要因に関する情報や当社が用いている予算などの
内部の情報を基に見積っております。
　当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事業年度以降の
計算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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個別注記表

当事業年度（千円）
有形固定資産 7,694,595
無形固定資産 30,307
減損損失 117,387

建物 1,405,854千円
機械及び装置 766,857千円
土地 1,825,673千円
合　計 3,998,385千円

１年内返済予定の長期借入金 838,400千円
長期借入金 2,736,100千円
合　計 3,574,500千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 15,944,972千円

TOIN VIETNAM CO., LTD. 246,799千円

契約負債 1,592千円

① 短期金銭債権 25,762千円
② 短期金銭債務 680千円

① 売　　上　　高 94,380千円
② 仕　　入　　高 6,110千円
③ 営業取引以外の取引高 27,475千円

普　通　株　式 1,344,253株

(2) 固定資産の減損
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　減損損失を認識するかどうかの判定及び使用価値の算定において用いられる将来キャッシュ・フローは、過去３年間の実績
数値を基に、資産グループの現在の使用状況や合理的な使用計画等を考慮して見積もっております。
　当事業年度における減損損失は、主に基幹システム再構築の開発計画見直しに伴い、ソフトウエア仮勘定の帳簿価額を回収
可能価額まで減額したものであります。
　なお、回収可能価額の算定にあたっては、使用価値を零として減損損失を測定しております。
　当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事業年度以降の
計算書類において減損損失が発生する可能性があります。

4．貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(3) 保証債務
以下の関係会社の輸入信用状取引及び割賦契約に伴う債務に対し債務保証を行っております。

(4) 流動負債のその他のうち、契約負債の金額

(5) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

5．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

6．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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貸倒引当金 1,266千円
賞与引当金 48,042千円
役員退職慰労引当金 46,723千円
退職給付引当金 61,788千円
会員権評価損 38,024千円
その他 48,471千円
繰延税金資産小計 244,316千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 －千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △151,407千円
評価性引当額小計 △151,407千円
繰延税金資産合計 92,909千円

固定資産圧縮積立金 △99,391千円
その他有価証券評価差額金 △666,775千円
繰延税金負債合計 △766,167千円
繰延税金負債の純額 △673,257千円

① １株当たり純資産額 2,045円11銭
② １株当たり当期純利益 93円09銭

7．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、2026年４
月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負債に
ついては、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更して計算しております。
　この変更による計算書類への影響は軽微であります。

8．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　7．収益認識に関する注記」に同一
の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

9．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

11．その他の注記
　該当事項はありません。
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